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平成２２年 ９月 ３日制定 

 

文書館整備検討委員会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 新潟市の歴史に関する文書等（以下「資料」という。）の調査，保存及び公開を行

う施設（以下「文書館」という。）について検討するために，文書館整備検討委員会（以下

「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は，次に掲げる事項を検討するものとする。 

(1) 文書館の機能に関する事項 

(2) 文書館が所管する資料の範囲に関する事項 

(3) 資料の管理に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は，委員７人以内で組織する。 

２ 委員会の委員は，以下に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 公文書・古文書について専門的知識を有する者 

(2) 文書館について専門的知識を有する者 

(3) 公募による市民 

（設置期間） 

第４条 委員会の設置期間は，平成２２年１０月１日から文書館設置の日までとする。 

（任期） 

第５条 委員の任期は，２年以内とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は，再任することができる。 



（委員の服務） 

第６条 委員は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（委員長） 

第７条 委員会に委員長を置き，委員の互選によってこれを決める。 

２ 委員長は会務を総理し，委員会を代表する。 

３ 委員長が欠けたとき，又は委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の指名する委員

がその職務を代行する。 

（会議） 

第８条 委員会の会議は，委員長が召集し，委員長が議長になる。ただし，委員委嘱後初の会

議は，市長が招集する。 

（意見の聴取） 

第９条 委員長は，特に必要があると認めるときは，委員会の会議に委員以外の者の出席させ，

資料の提出及び意見を求めることができる。 

（幹事） 

第１０条 委員会に幹事を置くことができる。 

２ 幹事は，市の職員のうちから市長が任命する。 

３ 幹事は，委員会の所掌事務について委員を補助する。 

（庶務） 

第１１条 委員会の庶務は，文化観光・スポーツ部歴史文化課において処理する。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関して必要な事項は，委員長が別に

定める。 

  附 則 

この要綱は，平成２２年 ９月 ３日から施行する。 



行政文書・歴史文書の現行モデル

②公開文書（情報公開条例適用除外）

歴 史 的 文 書

歴史文化課（課，本町書庫等）

市史編さん等の

収集文書

（収集継続～）

引継公文書

（平成6年～）

・歴史的資料の調査・整理・保存・公開

・歴史的公文書の保存・公開(部分的）

目録整理完了 30年経過文書

引継・管理受任
歴史的なものを引継

①行政文書（現用文書，情報公開条例適用）

有期限保存文書 長期（永年）保存文書

文書分類センター

・日常未使用

・非現用混在

・非歴史混在

庁舎書庫等

・日常使用

保存期間
変更可

庁舎書庫等

1年
3年

5年

10年

情
報
公
開
条
例

文

書

館

 
 



データベー
ス検索提供

資料照会

データベース検索提

供

資料照会
データベース検索

送信依頼

データベース検索提

供 管理受任文書

15年程度で現用見直し

（保存不要を廃棄）

歴 史 文 化 課

保存・公開文書

・新潟市引継公文書（歴史的文書）

・昭和の合併町村公文書

・旧市域に関する行政刊行物

・新潟市史編さん等資料

・旧市域の写真資料

公文書分類センター（6か所）

情報公開条例適用の文書

・新潟市長期保存文書（歴史的文書含む）

・平成の合併市町村長期保存文書

・合併市域に関する行政刊行物

・合併市町村史の編さん等資料

・合併市域の写真資料

資料照会
課内職員による目録検索

資料取出・提供 利用連絡
各課が目録等で検索

各課がセンターで取出

市民・庁内各課 歴史文化課で利用

・迅速で網羅的な資料検索が困難

・分散保管のため事務効率が悪い

・歴史文化課でしか利用できない

当該文書主務課 各センターで利用

・文書の紛失の恐れがある（持出・返却等）

・６センター分散のため事務効率が悪い

・文書規程上の公文書のため，非公開

（文書目録のデータベース化）
（文書目録のデータベース化）

（現用・非現用，歴史的・非歴史的の選別）

新 潟 市 文 書 館

・新潟市の歴史公文書

・合併町村の歴史公文書

・市域の市町村市史編さん等資料

・市域の写真資料

・市域に関する行政刊行物

保存・公開文書

・長期保存文書

（歴史的）

（公開が不適当で現用）

管理受任文書 ・合併等により非現用化

・非歴史的

（長期保存文書の廃棄）

・管理文書増大の抑制

市 民

利用窓口の

拡大検討

庁内各課

課内で利用可

当該文書主務課

課内で利用可

・迅速・網羅的な検索・提供

・市民・庁内各課の共有文書の拡大

・市民の利用窓口の拡大（区役所等へ送

信）を検討

・情報流出の防止

・文書紛失の防止

・直接管理文書の減少

・一元的管理・データベース化によるコストの効率化

・後世に文書を継承する体制の強化

・法令（公文書館法・公文書管理法）の趣旨に基づく文書管理

文書館への移行イメージ

 



新潟市情報公開条例（抄）・新潟市文書規程（抄） 

 
●新潟市情報公開条例（昭和 61 年条例 43 号，平成 11 年第 2 条一部改正） 

第 2 条 この条例において「公文書」とは，・・・・，保有するものをいう。ただし，次に掲げる

ものを除く。 
 (1) 法令又は他の条例の規定により，情報の公開の手続きが定められているもの 
 (3) 歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別に保有しているもの 

 
●新潟市文書規程（昭和 42 年訓令２号，※平成６年第 66 条全部改正） 

第 53 条 文書は，別に定めがある場合のほか，職員以外の者に閲覧又は借覧させてはならない。 
第 54 条 文書の保存種別は，次のとおりとする。 

(1) 長期保存文書 10 年を超える保存を必用とする文書 
(2) 10 年保存文書 5 年を超え 10 年以下の保存を必用とする文書 
(3) 5 年保存文書 3 年を超え 5 年以下の保存を必用とする文書 
(4) 3 年保存文書 1 年を超え 3 年以下の保存を必用とする文書 
(5) 1 年保存文書 1 年以下の保存を必用とする文書 

第 61 条 所管課長は，完結文書のうち当該年度に属するもの及び前年度に属するものは，課内の

一定の場所に保管するものとし，その他のものは，総務課長が指定した文書庫に格納して保存

するものとする。 
第 64 条 所管課長は，保存期間が満了した文書を速やかに総務課長に引継がなければならない。 
第 65 条 総務課長は，前条第１項の規定により文書の引継ぎを受けたときは，速やかに廃棄しな

ければならない。 
第 66 条 前条第 1 項の規定にかかわらず，文化観光・スポーツ部歴史文化課長は，同項に規定す

る文書のうち歴史的価値があると認めたものについては，総務課長からこれを引継ぎ，保存す

るものとする。 

  ※昭和 42 年制定時には歴史的文書（66 条）の規定なし 

 

[参考]公文書管理法 

第 2 条 6 この法律において「歴史公文書等」とは，歴史資料として重要な公文書その他の文書

をいう。 
第 5 条 5 行政機関の長は，（略），保存期間満了前のできるだけ早い時期に，保存期間が満了し

たときの措置として，歴史公文書等に該当するものにあっては政令で定めるところにより国立

公文書館への移管の措置を，それ以外のものにあっては廃棄の措置をとるべきことを定めなけ

ればならない。 
第 14 条 4 内閣総理大臣は，第二項の規定により移管を受けた歴史公文書等を国立公文書館の設

置する公文書館に移管するものとする。（行政機関以外の国の機関が保有する歴史公文書等の保

存，利用等） 
第 34 条 地方公共団体は，この法律の趣旨にのっとり，その保有する文書の適正な管理に関して

必要な施策を策定し，及びこれを実施するよう努めなければならない。 



新潟市公文書分類センター管理運営要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は，政令市移行に伴う支所等の再編により，平成の合併で旧市町村から引き継

いだ公文書等が散逸するのを防止し，歴史的文書として保存が必要なものを分類整理するため，

旧支所庁舎内に設置する公文書分類センターの管理・運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（センターの名称及び位置） 

第２条 公文書分類センターは，新潟市文書規程（昭和 42 年新潟市訓令第２号。以下「文書規

程」という。）第 61 条に規定する文書庫とする。 
２ 公文書分類センターの名称及び位置は，別表に掲げるとおりとする。 
（センターの管理） 

第３条 公文書分類センターの管理は，総務部総務課長（以下「総務課長」という。）の委任を

受けた文化観光・スポーツ部歴史文化課長（以下「歴史文化課長」という。）が，当該庁舎を

管理する各出張所長と共同で管理する。 

（収納する文書等） 

第４条 公文書分類センターに収納する文書は，旧市町村から引き継いだ永年保存文書及び長期

保存文書並びに，総務課長・歴史文化課長が必要と認めた公文書等とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，当該公文書等の主務課長が，主務課の庁舎内の文書庫等に保存す

る必要があると認めたものは，公文書分類センターに収納しないものとする。 

（公文書等の分類整理） 

第５条 公文書分類センターに収納された永年保存文書及び長期保存文書の分類整理は，歴史文

化課長が行う。 

２ 歴史文化課長は，収納された公文書等の所在場所を明らかにしておかなければならない。 

３ 歴史文化課長は，分類整理した公文書等の目録を，常に備えておかなければならない。 

（公文書等の利用） 

第６条 公文書分類センターの公文書等を利用できる者は，原則として当該公文書等の主務課職

員とする。 

（公文書等の公開） 

第７条 前条の規定にかかわらず，歴史文化課長が特に認めたときは，歴史的な資料に限り，係

員が対応可能な範囲で市民の利用に供することができるものとする。 

２ 前項に記す歴史的な資料は，次の各号に例示する資料とし，決裁文書等を利用に供してはな

らない。 

（１）旧地籍図・旧土地台帳等の資料で，市町村が作成又は取得してから 30 年以上経過したも

の。 
（２）写真・図書・印刷図面等の資料で，個人若しくは団体の秘密保持に関わらないもの。 
（３）自治体史編さんなどで，市町村が歴史資料として取得した資料。 
（利用・公開の手続き） 

第８条 第６条の規定により主務課職員が公文書等を利用する場合は，別記様式第１号による閲

覧簿又は別記様式第２号による持ち出し簿に所定の事項を記入し，係員に申し出なければなら

ない。 
２ 前条の規定により市民が資料を利用する場合は，新潟市歴史的文書等利用要綱に規定する手



続きを準用する。 

（歴史的文書の移管及び保存） 

第９条 公文書分類センターの公文書等で，当該文書の主務課長が文書規程に基づく保存の必要

はないと認め，かつ，歴史文化課長が歴史的な価値があると認めたものは，文書規程第 66 条

の規定により歴史文化課長に引き継ぎ，引き続き公文書分類センターで保存するものとする。 
２ 前項の規定により歴史文化課長が引継いだ公文書等は，係員が対応可能な範囲で，新潟市歴

史的文書等利用要綱の規定に基づき公開するものとする。 
（非歴史的文書の処理） 

第 10 条 公文書分類センターの公文書等で，当該文書の主務課長が文書規程に基づく保存の必

要はないと認め，かつ，歴史文化課長が歴史的な価値がないと認めたものは，文書規程第 64
条の規定により総務課長に引き継ぐものとする。 

（その他） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか，公文書分類センターの管理運営について必要な事項は，

別に定める。 

   附 則  この要綱は，平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 
   附 則  この要綱は，平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 



別表（第２条関係） 
 
名称 位置 
味方公文書分類センター 新潟市南区味方１５４４番地 

          南区役所味方出張所庁舎内 
横越公文書分類センター 新潟市江南区横越中央１丁目 1 番１号 

          江南区役所横越出張所庁舎内 
小須戸公文書分類センター 新潟市秋葉区小須戸１２０番地 

          秋葉区役所小須戸出張所庁舎内 
月潟公文書分類センター 新潟市南区月潟５３５番地 

          南区役所月潟出張所庁舎内 
潟東公文書分類センター 新潟市西蒲区三方１番地 

          西蒲区役所潟東出張所庁舎内 
岩室公文書分類センター 新潟市西蒲区西中８６０番地 

          西蒲区役所岩室出張所庁舎内 
 



公文書分類センター文書目録
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文書
完結
年度

保存
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廃棄
予定
年度

備考

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-1 新潟刑務所移轉運動経過　M19～S34 S34 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-2 刑務所移転に関する陳情　S30 S30 長期 袋入り

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-3 火災統計表綴　S32.6 S32 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-4 電話局沼垂分局設置運動経過　S32.11 S32 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-5 体育館建設日記　S32 S32 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-6 夜間短期大学勧誘経過　S30～S32 S32 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-7 新潟地震による災害対策要望書他綴
S39

S39 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-8 内野町合併関係書類　S32～S34 S34 長期 袋入り

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-9 陳情記録簿　S35 S35 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-10 総務文教委員会都市形態特別委員会　合
併関係資料綴 S32.2

S32 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-11 新潟工業港に関する綴　S35～S37 S37 長期

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-12 港湾建設促進特別委員会　S36 S36 長期 一縛り

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-13 新工業港資料　S36 S36 長期 袋入り

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

1-14 市県工業港建設特別委員会合同会議
S37.2.16

S37 長期 袋入り

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

2-1 国際貿易促進議員連盟に関する綴
S30.9～S31.5

S31 長期 Ｓ３０～３１

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

2-2 国際貿易促進議員連盟に関する綴
S31.6～S31.12

S31 長期 Ｓ３０～３１

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

3-1 国際貿易促進新潟市議員連盟に関する綴
S32.1～S32.12

S32 長期 Ｓ３２～３３

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

3-2 国際貿易促進新潟市議会議員連盟に関す
る綴 S33.1～S33.6

S33 長期 Ｓ３２～３３

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

3-3 国際貿易促進新潟市議会議員連盟に関す
る綴 S33.7～S33.9 その1

S33 長期 Ｓ３２～３３

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

4-1 国際貿易促進新潟市議会議員連盟経理簿
S30～S33

S33 長期 Ｓ３３～３４

味方セン
ター

２Ｆ 大会議室 Ｒ－２ 本庁 議会事務局総
務課

4-2 国際貿易促進新潟市議会議員連盟に関す
る綴 S33.10～S34.3 その2

S34 長期 Ｓ３３～３４

1ページ 本庁議会事務局総務課


